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四 半 期 報 告 書

１ 本書は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく四半期報告書

を同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を

使用し提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであ

ります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第160期

第１四半期
累計期間

第161期
第１四半期
累計期間

第160期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 4,060,918 4,055,167 17,589,569

経常利益 (千円) 496,508 132,507 1,678,308

四半期（当期）純利益 (千円) 302,986 170,943 1,851,383

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 2,343,000 2,343,000 2,343,000

発行済株式総数 (株) 4,900,000 4,900,000 4,900,000

純資産額 (千円) 21,332,014 21,814,959 22,066,951

総資産額 (千円) 31,957,911 34,385,322 32,058,344

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 61.94 34.95 378.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 100.00

自己資本比率 (％) 66.8 63.4 68.8

　(注)１ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、当第１四半期会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「（報告セグメントの変更等に関する事

項）」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大により、感染拡大地域に緊急事態宣

言やまん延防止等重点措置が発出されるなど、経済活動は大きく停滞しました。ワクチン接種の進展により、経済

活動の回復が期待されるものの、変異ウイルスの拡大リスク等、先行きは依然として不透明な状況が続いておりま

す。

当社製品関連分野におきましては、医農薬関連化学品は、欧州向けの医薬関連製品の出荷が増加しましたが、ア

ジア向けの医薬関連製品需要が減少しました。機能性化学品は、電子材料関連製品の販売が増加しました。その他

ファインは、樹脂関連製品等の販売が増加しましたが、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、代理人取

引に係る売上高が減少し減収となりました。

このような情勢のもとで、当社は、売価是正、拡販に注力するとともに、生産の合理化・効率化による製造原価

低減など一層のコスト削減に取り組み、全社を挙げて収益確保に努めてまいりました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は40億55百万円（前年同四半期比0.1％減）となりました。利益面で

は、原燃料価格上昇に加え、年度内の２回の定修によるコスト増加などにより、営業利益は47百万円（前年同四半

期比89.4％減）、経常利益は１億32百万円（同73.3％減）となりました。四半期純利益につきましては、株式売却

による特別利益１億31百万円を計上した結果、１億70百万円（同43.6％減）となりました。

（製品グループ別売上高）

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間 増 減

製品グループ 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減比

フ
ァ
イ
ン
製
品

％ ％ ％

医農薬関連化学品 1,650 40.6 1,583 39.0 △66 △4.0

機能性化学品 1,548 38.1 1,686 41.6 137 8.9

その他 (注２) 861 21.3 (注１) 784 19.4 △76 △8.9

計 4,060 100.0 4,055 100.0 △5 △0.1

(注１) 当第１四半期会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」等を適用し、代理人として行う取引に

　 おいて対価の純額を表示するため、当第１四半期累計期間における売上高（545百万円）が減少しておりま

　 す。

(注２) 従来の化成品部門は、売上高の金額的重要性が低くなったこと及び一体的な事業と捉えることが適当であ

　 ると判断したため、ファイン製品のその他に含めております。

なお、当第１四半期会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。この変更により、当社は単

一セグメントとなることから、セグメント区分に基づく分析の記載を省略しております。

詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の

「（報告セグメントの変更等に関する事項）」をご参照ください。

流動資産は、現金及び預金、預け金などが増加しましたが、売掛金及び棚卸資産、その他流動資産が減少し、前

事業年度末に比べ１億20百万円減少し、128億19百万円となりました。
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固定資産は、株式売却により投資有価証券が減少しましたが、ファイン製品製造設備の新設など建設仮勘定の増

加により、前事業年度末に比べ24億47百万円増加の215億65百万円となりました。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ23億26百万円増加し、343億85百万円となりました。

流動負債は、未払法人税等などが減少しましたが、買掛金及び設備関係未払金の増加などにより、前事業年度末

に比べ１億57百万円増加の55億97百万円となりました。

固定負債は、ファイン製品製造設備新設に係る長期借入金の増加により、前事業年度末に比べ24億21百万円増加

の69億73百万円となりました。

この結果、負債合計は前事業年度末に比べ25億78百万円増加し、125億70百万円となりました。

純資産は、四半期純利益の計上及び配当金の支払いなどにより、前事業年度末に比べ２億51百万円減少し、218億

14百万円となりました。自己資本比率は前事業年度末の68.8％から63.4％となりました。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3) 資本の財源及び資金の流動性

当社は、円滑な事業活動に必要な水準の流動性の確保と財務の健全性維持を資金調達の基本方針としておりま

す。

当社は、上記の資金調達の基本方針に則り、国内金融機関との間で長期間に亘って築き上げてきた幅広く良好な

関係に基づき、短期借入金及び長期借入金により必要資金を調達しております。

直接金融又は間接金融の多様な手段の中から、その時々の市場環境も考慮した上で当社にとって有利な手段を機

動的に選択し、資金調達を行っております。

なお、ファイン製品製造設備（ＣＭⅣプラント）を2021年３月に着工済みであり、今後も所要資金を金融機関か

ら調達する計画であります。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は２億53百万円であります。なお、当第１四半期累計期間において、

当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 従業員数

当第１四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(8) 主要な設備

当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,900,000 4,900,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、
100株であります。

計 4,900,000 4,900,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年６月30日 ― 4,900,000 ― 2,343,000 ― 1,551,049

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日である2021年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 8,800

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

48,869 同上
4,886,900

単元未満株式
普通株式

― 一単元（100株）未満の株式
4,300

発行済株式総数 4,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 48,869 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。

② 【自己株式等】

2021年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
広栄化学株式会社

千葉県袖ケ浦市北袖25番地 8,800 ― 8,800 0.18

計 ― 8,800 ― 8,800 0.18

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2021年４月１日から2021年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 160,942 570,317

売掛金 4,761,226 4,194,804

商品及び製品 4,990,854 4,415,558

仕掛品 1,313,310 1,413,884

原材料及び貯蔵品 1,255,210 1,607,255

預け金 100,000 500,000

その他 359,013 117,927

流動資産合計 12,940,557 12,819,748

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 5,924,472 5,856,120

機械及び装置（純額） 5,346,026 5,222,411

建設仮勘定 3,452,440 6,359,405

その他（純額） 2,519,608 2,437,195

有形固定資産合計 17,242,548 19,875,132

無形固定資産 147,526 159,342

投資その他の資産

投資有価証券他 1,732,282 1,535,670

貸倒引当金 △4,571 △4,571

投資その他の資産合計 1,727,711 1,531,099

固定資産合計 19,117,786 21,565,574

資産合計 32,058,344 34,385,322

負債の部

流動負債

買掛金 2,208,300 2,529,635

短期借入金 850,000 850,000

未払法人税等 370,327 94,680

受注損失引当金 36,433 33,506

設備撤去引当金 18,880 18,880

賞与引当金 157,000 －

その他 1,798,843 2,070,594

流動負債合計 5,439,784 5,597,296

固定負債

長期借入金 2,000,000 4,400,000

退職給付引当金 1,901,165 1,908,926

受注損失引当金 － 70,781

その他 650,443 593,359

固定負債合計 4,551,608 6,973,066

負債合計 9,991,393 12,570,363
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,343,000 2,343,000

資本剰余金 1,551,049 1,551,049

利益剰余金 17,522,376 17,399,848

自己株式 △13,956 △13,956

株主資本合計 21,402,469 21,279,941

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 664,481 535,017

評価・換算差額等合計 664,481 535,017

純資産合計 22,066,951 21,814,959

負債純資産合計 32,058,344 34,385,322

　



― 10 ―

(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 4,060,918 4,055,167

売上原価 2,868,009 3,241,101

売上総利益 1,192,908 814,065

販売費及び一般管理費

発送費 78,664 90,496

給料手当及び賞与 259,523 256,588

退職給付費用 14,938 16,302

試験研究費 218,981 228,796

その他 169,828 174,229

販売費及び一般管理費合計 741,935 766,413

営業利益 450,973 47,651

営業外収益

受取配当金 24,719 17,549

受取補償金 35,194 38,315

受取保険金 － 36,679

雑収入 476 644

営業外収益合計 60,390 93,188

営業外費用

支払利息 1,216 4,669

為替差損 11,449 2,135

雑損失 2,188 1,527

営業外費用合計 14,855 8,332

経常利益 496,508 132,507

特別利益

投資有価証券売却益 － 131,897

固定資産売却益 399 －

特別利益合計 399 131,897

特別損失

固定資産除却損 56,921 14,461

特別損失合計 56,921 14,461

税引前四半期純利益 439,986 249,943

法人税等合計 137,000 79,000

四半期純利益 302,986 170,943
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、指定仕向地渡し条件の輸出取引については、従来は輸出許可日で収益を認識しておりましたが、指

定場所での引渡日に収益を認識することに変更しております。また、当社が代理人として関与したと判定される取

引については、従来は総額で収益を認識しておりましたが、純額で表示する方法に変更しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内

の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に、新たに会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高及び売上原価がそれぞれ５億45百万円減少しておりますが、損益に与

える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありません。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

　



― 12 ―

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

原価差異の繰延処理 操業度等の季節的な変動に起因して発生する原価差異等については、原価

計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動負債（そ

の他）として繰延べております。

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合

理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

減価償却費 380,550千円 433,031千円

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月14日
取締役会

普通株式 244,562 50.00 2020年３月31日 2020年６月２日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月12日
取締役会

普通株式 293,471 60.00 2021年３月31日 2021年６月１日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社は、従来「ファイン製品部門」と「化成品部門」に区分しておりましたが、当第１四半期会計期間より、

「ファイン製品部門」の単一セグメントに変更しております。

この変更は、収益認識会計基準等の適用により、「化成品部門」の売上高の金額的重要性が低くなること、また、

当社の事業展開、経営資源配分、管理体制の実態などの観点から「ファイン製品部門」及び「化成品部門」は一体

的な事業と捉えることが適当であると判断したことによるものであります。

この変更により、当社は単一セグメントとなることから、前第１四半期累計期間及び当第１四半期累計期間のセ

グメント情報の記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年６月30日）

（単位：千円）

計

医農薬関連化学品 1,583,566

機能性化学品 1,686,820

その他 784,780

顧客との契約から生じる収益 4,055,167

外部顧客への売上高 4,055,167

（単位：千円）

計

日本 1,924,286

アジア 1,252,120

北米 220,235

欧州 658,488

その他 35

顧客との契約から生じる収益 4,055,167

外部顧客への売上高 4,055,167

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 61円94銭 34円95銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額 (千円) 302,986 170,943

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 302,986 170,943

普通株式の期中平均株式数(株) 4,891,246 4,891,195

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

（剰余金の配当）

2021年５月12日開催の取締役会において、2021年３月31日における株主名簿に記録された株主又は登録株式質権

者に対し、剰余金の配当（期末）を行うことを次のとおり決議いたしました。

① 配当金の総額 293,471千円

② １株当たりの金額 60.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年６月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年８月10日

広栄化学株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 健 太 郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新 名 谷 寛 昌 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている広栄化学株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第161期事業年度の第１四半期会計期間（2021年４月１日から2021年６月

30日まで）及び第１四半期累計期間（2021年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、広栄化学株式会社の2021年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年８月10日

【会社名】 広栄化学株式会社

【英訳名】 KOEI CHEMICAL COMPANY, LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 西本 麗

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 千葉県袖ケ浦市北袖25番地

【縦覧に供する場所】 東京本社

（東京都中央区日本橋小網町１番８号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長西本麗は、当社の第161期第１四半期（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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